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全日本教職員組合・臨時教職員対策部

取り組みの経過

２００９年

◇１／２４～２５　 中国四国九州ブロック集会の分科会（香川）

◇２／１４～１５　 全教第２６回定期大会（東京）

◇２／　１　　　　　全教臨対部役員会（東京）

◇１／１７～１８　　中部近畿ブロック集会（京都）

◇５／　９～１０　　東日本ブロック集会（千葉・柏市）

◇３／２７　　　　　全教臨対部文科省交渉

◇５／１６　　　　　全教臨対部役員会（東京）

◇５／２３～２４　　全労連「パート・臨時労組連絡会」全国交流集会（宮城県仙台市）

◇６／１１～１２　　全教中央委員会（東京）

◇８／１６～１８　　第４０回全国臨時教職員問題学習交流集会（青森県三沢市、１８０名）

◇８／１８　　　　　全教臨対部全国代表者会議（青森県三沢市）

◇８／２１～２３　　教育のつどい２００９（東京都）　

◇９／２６～２７　　職場活動の活性化、組織の拡大強化をめざす全国討論交流集会（東京）

◇10／１５～１６　　全教中央委員会（東京）

◇10／２５　　　　　パート・臨時労組連絡会　第９回総会（東京）

◇10／１１　　　　　全教臨対部役員会（東京）

◇12／　５　　　　　全教臨対部全国代表者会議（東京）

　　　　

一、この間のとりくみと臨時教職員をめぐる動き

１．第４０回全国臨時教職員問題学習交流集会ＩＮ青森

教職員制度の改善を求める全国連絡会と青森集会実行委員会の主催による「第４０回全国臨時教職員問題学習交流集会」が８月１６日から１８日、青森県三沢市（古牧温泉）で開催され、２５都道府県から１８０名が参加しました。

青森では、１２年前に第２８回全国集会が開催されました。その時には臨時教職員運動を推進する組織はなく、集会の成功に向けて、青森県教組、青森高教組、青森私教連の３つの団体が母体となって連絡会が結成されました。そしてその間、連絡会は臨時教職員の労働条件の改善、特定受験産業との癒着の問題を含む採用制度の改善、採用試験講座の開催、サークル活動の発展、労働運動の強化などをすすめ、臨時教職員運動を大きく花開かせたなかでの開催となりました。

また、大分の教員採用・管理職登用をめぐる不正事件をうけて、全国で採用選考のあり方が大きく変化しつつあるもとでの全国集会となりました。

大分の事件を受けた文科省の調査とその後の各都道府県政令市の対応は、これまでにない大きな動きとして、全国的に情報の公開のあり方、特別選考制度の拡充などがすすみました。いっぽう、大分の事件とその後の文科省調査が実施されたからというだけで、単純によい方向にばかりすすむものではないことも確認しあいました。本来選考でなければならないものが競争試験化する傾向などが各地からも報告されました。また単に教員の採用問題という視点にとどめず、広く市民国民に関わる問題として運動をすすめていくことの重要性も確認されました。

非正規労働者、ワーキングプアが社会問題化するなか、働くものがだれでも文化的な生活を享受できる社会をめざして、各地で実現されている貴重な成果を交流し、学びあう集会となりました。「官製ワーキングプア」の問題では、日本の働く人々がお互いに手を取りあいながら、だれもが幸福に生きていくことのできる社会につくりかえるたたかいと位置づけていく課題であることが確認されました。

また、地方公務員の非常勤職員が、本来地方公務員法第１７条で任用されるべき、「労働者性」の強い職務を行っているにもかかわらず、３条の特別職として任用されている問題も議論にのぼるようになりました。「労働者性」のない特別職では、定期昇給、研修はおろか、労働条件という概念もなく、結果としてとても生活できない報酬が放置されてきました。この点では０９年に総務省が通知を出した意義は大きく、労働者性の強い非常勤講師・非常勤職員の待遇の改善に大いに役立つ可能性をもつものであると同時に、力関係如何では一年ごとに常勤・非常勤のように雇用形態の異なる仕事をたらい回しされるような恐れもあります。

２．文部科学省交渉

０９年３月２７日に全教臨対部は文科省交渉との交渉を行いました。

全国的に非常勤が増え各地で病休、産育休の代替者が見つからない状況が広がっていること、非常勤では生活していけない状況、教育現場の様々な困難な状況、臨時教員をしている実績が採用試験考慮されない問題など全国的な課題について、文科省としての積極的な取り組みを求めました（別紙交渉概要参照）。

３．教員採用制度の改善

①　大分県教員採用等汚職事件と教員採用制度改善

大分県教員採用等汚職事件を受けて、文部科学省は再発防止策の策定、教員採用制度の公開にむけてのとりくみ状況を３度にわたって調査し、その結果を公開しました。この調査結果をうけて、これまで特別選考や経験尊重に消極的だった自治体でも、臨時教員経験を尊重した特別選考を取り入れるなど、特別選考の実施が広がっています。

しかし、面接や模擬授業、健康診断結果など点数化になじまないものまで、すべてを点数化していくことが「公正」であるかのような誤りも広がる恐れもあり、警戒が必要です。また、「再発防止」を口実にした様々な権力側の統制の動きも出てきています。

　全国的に「大分の事件は氷山の一角」といわれる状況の中でも、以前から透明化が進んでいた県ほど、不正が起こりにくいということは重要です。

②　情報公開請求のとりくみ

各地でねばり強く取り組まれてきた情報公開と個人情報開示請求のとりくみは、教員採用制度を改善させる力になってきています。受験者本人による個人情報保護条例を使っての選考結果の開示請求は年々増加してきており、「だれもが当たり前に行使する権利」として前進しつつあります。

筆記試験等の公開が全国的に大きく前進している反面、面接が重視される傾向がありながら、その内容や判定基準の公開は遅れています。この状況が放置されれば、恣意的な選考の余地を広げることも想定され、本来の選考の趣旨にそった改善が求められます。

また、免許を前提として、職務遂行能力を判定するという選考の趣旨をふまえたものにさせていくことも引き続き重要です。

③　特別選考制度の実施

何らかの特別選考を導入する都道府県が急増し、教職経験を考慮した特別選考は３０自治体以上で実施されています。

教員採用における特別選考は、「多様な社会経験者を教壇に立たせることで学校の活性化を図る」、「偏った年齢構成を是正する」などの目的で、各地で導入されていますが、基本的な流れは、公教育の規制緩和、自由化路線です。

特別選考の持つ採用段階での教職員統制としての側面への警戒も必要であり、東京・教師養成塾のような、教育行政が直接その意に添う教師を養成していくという危険な動きが各地に広がりはじめていることは大きな問題です。しかし、これまでの運動の成果を一定反映させた部分もあり、経験を尊重した特別選考の制度を活用して、経験ある臨時教職員を正規に切り替えさせていく可能性も含んでいます。

非常勤教職員の多用などにより、全国各地で教職員不足が深刻化し、採用数の増加傾向が起きていることに加えて、新規に採用しても初任研を実施する必要のない他県経験者などを特別枠で選考する動きも目立ってきています。特別支援教育の実施に伴い、特別支援学校教諭免許を有する者を別枠で募集する動きも目立っています。

「受験年齢制限の緩和」、「臨時教員経験者、正規教員経験者などの一次試験免除」、「選考試験の一部免除」、「前年度選考結果による特例」など、その方法は様々ですが、現実に特別選考制度を通じて各地での運動の中心的担い手が正規採用を実現する事例も数多く生まれてきています。これらの成果は経験豊かな臨時教職員が採用試験でふるい落とされるという問題の改善を、大きく世論化するなかで実現したものです。

経験評価が実施されたところでは、「臨時教員経験が常勤に限定されている」、「当該自治体での経験に限定されている」などの問題点の改善を求めるとりくみも始まっています。

④　健康診断

採用選考の過程で健康診断書を数値化している例や、職務遂行と無関係な内容の記入を求めるような書式がまだ各地に残されています。

採用選考過程における健康診断と雇い入れ時健康診断の問題では、「健康診断を採否の資料とすることは不当な就職差別につながる恐れがあるので好ましくない」「労働者を雇い入れるときには、事業主の責任で雇い入れ時検診を行う必要がある」の二つの側面から、採用選考時（一次あるいは二次の前後）に提出させられている健康診断を、労働安全衛生法にもとづく「雇い入れ時検診」に近づけさせていく方向での中央・地方のとりくみが求められます。

この課題は前年度からのねばり強い文科省交渉と各県の奮闘により、健康診断書の内容を根拠に不合格とする事例を激減させた自治体、健康診断が公費負担で行われることになった自治体、健康診断書の提出が名簿搭載者のみになった自治体など、着実な制度改善が進んでおり、こうした経験、到達点を全国的に広げることが求められます。

４．賃金労働条件の改善、権利確立のとりくみ
小泉構造改革以降の臨時・非正規雇用の増大、違法な偽装請負や日雇い派遣の問題が国会でも取り上げられ、その追求の模様がインターネットで動画配信され、多くの青年がアクセスしている状況の中で、人間らしく働き、生活できる社会を求める国民的な反撃がはじまりつつあります。

国会論戦の中で引き出された、「常用雇用を派遣で置き換えてはならない」などの答弁や４０時間働く労働者が生活保護基準に満たないという事態の改善への動きは、学校現場に働く臨時教職員の要求実現のとりくみにも大きく影響します。

①　人事院勧告と総務省通知

０８年、人事院が国の非常勤職員の待遇改善の勧告を行ったにもかかわらず、国と地方の非常勤職員制度の違いを理由に、地方での改善はすすんでいません。

０９年４月２４日付総務省通知（総行公第２６号）では、労働者性の高い職種は一般職非常勤職員として地方公務員法第１７条での任用であるべきことを示しています。１７条は正規職員を任用する条項です。

この総務省通知と「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会報告書」および、０９年９月３０日付けの全教通知「総務省通知『臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について』をふまえた臨時・非常勤教職員の待遇改善のとりくみなどについて」を活用した、全国各地でのとりくみが求められます。

②　賃金・労働条件の改善
学校現場への非常勤講師、非常勤職員の配置が広がり、労働条件切り下げ攻撃の中でも、労働条件の明示、実質的な解雇予告手当の支給（自己都合退職願を強要させない問題）、非常勤講師への時間単位の年休付与、非常勤職員の特別休暇の改善などがすすんでいます。

「常勤講師の産休取得に際して代替配置が認められたことにより、これまで産休を取る権利はあったが、事実上退職を余儀なくされていた状況を改善させた」、「非常勤講師の無報酬の時間外勤務に対して、定期試験問題作成時間や採点時間などの時間を報酬に組み入れさせた」などの大きな成果も生まれています。

改正雇用契約法では年齢を理由に雇用で差別することは許されず、年齢の高い臨時教職員の雇い止め問題について、各地でのとりくみが重要となっています。

この間の成果主義賃金の拡大、公務員賃金の切り下げ攻撃の中で、０６年４月、人事院規則の大幅な改訂が行われましたが、①賃金上限の根拠になっていた「初任給格付け上限」（人事院規則９－８　第１５条ただし書き）が削除されたことおよび、②前歴換算方法の改善の２点は、臨時教職員の賃金改善の足がかりとなるものです。臨時教員を１級で格付けていたところでは、大きな前進を実現した例がいくつも生まれました。

５．臨時教職員の組織化と運動の広がり

全国各地で臨時教職員の組合加入のとりくみが進んでいます。

採用試験にむけての学習会は、組合役員を中心に、組織をあげて採用試験傾向の分析・対策を行っている大規模なものや、県内１０カ所以上で小さな学習会を組織しているところ、職場を基礎に周辺の数校の臨時教職員に呼びかけて行われているものなど様々ですが、こうした学習会でのつながりが、臨時教職員の組合加入と組合青年部活動の活性化に結びついてきています。

採用試験対策講座は各地で様々な方法で取り組まれていますが、講座の多くは、単に「合格をめざす試験対策」や「組合員拡大の組織対策」という傾向を克服して、ともに教育活動をになう仲間としての自立や連帯、教育的な力量を培うものとなっています。

大阪での非常勤職員制度の廃止・解雇を許さない大教組・大阪府高教のとりくみのなかで、多くの非常勤職員を組合に迎えました。また全国的に広がっている現業職員・臨時職員の雇い止め、職種転換、非正規雇用への切り替え攻撃に反対するたたかいのなかで、組合員拡大の取り組みをすすめています。

そして、こうした各地のとりくみが全教の機関会議、交流集会などで交流され、その経験が全国の取り組みとなって広がっています。愛知県、高知県、静岡県、埼玉県、青森県などでは、教職員組合が広く市民団体等と連携して、臨時教職員の要求実現や教育条件整備のための運動をすすめています。また、全国で取り組まれている教育全国署名の中でも、臨時教職員と教育条件の改善に向けた様々な運動が取り組まれています。

二、臨時教職員の配置拡大反対、制度改善のための基本的な要求

（１）臨時・非常勤教職員の配置の改善

1 　現在学校現場に多数の臨時教職員が配置され、その増加に歯止めがかからない状況を改善するため、教職員の定数増を進め、子どもたちにゆきとどいた教育を実現することを求めます。

2 　やむをえず臨時・非常勤講師を配置する場合は、教職員としての役割・力が発揮できる労働・勤務条件の確立のために、打ち合わせ・準備・評価・反省ができる勤務時間とそれにふさわしい賃金・労働条件にすること。
3 定数内への臨時教職員配置については原則としておこなわないこと。

4 「定数崩し」をおこなわないこと。

（２）人間らしく働き、生活できる賃金・労働条件の実現をめざして、正規教職員に準じた賃金・労働条件、社会保障等、均等待遇原則を確立すること。また、勤務時間は厳守し、ただ働きが生じることのないようにすること。

（３）安心して働き続けるための雇用の確立

①　正規教職員の採用にあたって、正規採用を希望する臨時・非常勤教職員については、その経験、能力、実績について適切に配慮すること。

②　臨時・短時間雇用の継続を希望する職員に、はたらく場を確保すること。

三、臨時教職員の要求実現、制度改善のとりくみ
　

政権交代が実現した情勢をうけ、今までの「構造改革」路線によって教職員の中に、臨時教職員、とりわけ非常勤の教職員が増やされてきた流れに歯止めをかけ、学校職場に働く全ての教職員の基本的人権の確立、とりわけ臨時・非常勤教職員の賃金、雇用、権利問題のすみやかな改善のとりくみをすすめます。

　臨時・非常勤教職員問題の改善・解決は、臨時教職員が働き続けられる賃金引き上げ、権利の確立、雇用の安定化など、労働条件の改善にとどまらず、子ども・父母の願いに応える学校づくりをすすめる教育条件の整備・確立と結びついた課題であることを明らかにして、取り組みをすすめます。

《取り組みの重点》

１．大分の教員採用に関わる汚職事件をきっかけに、教員採用・選考審査制度に関わる資料の公開や個人情報開示が進む一方で、選考試験が、点数化され競争試験化している実態を明らかにしつつ、国民に開かれた教員選考制度の実現を求めます。また、教員選考に国民が参加できる制度を実現し、より透明性の高い制度の実現を求めます。

２．全国の過半数を越した臨時教員経験者の一次審査免除や別枠での一次審査実施など、正規採用にあたって、臨時教職員の経験を尊重・重視するよう求めます。

３．子ども、父母の願いにこたえる学校づくり、そのための教育条件を確立するために、学校での教育活動、学校運営に必要な教職員については、正規に採用された教職員の配置を基本とすることを要求し、臨時・非常勤教職員の無限定な配置拡大に歯止めをかけ、その縮小・解消を求めます。

４．やむをえず臨時・非常勤教職員を配置する場合には、①臨時・非常勤教職員が人間らしく、安心して生活し、働き続けられる賃金・労働条件・雇用・権利の確立と、②教職員として教育活動で力が発揮できる教育活動上の平等な取り扱いの実現をめざし。正規教職員との均等待遇の確立を求めます。また、その任用基準や手順の透明化を求めるとともに、希望に応じた雇用の継続・確保を要求します。

５．本来、他に本業があり、専門的な技術や技能を生かした授業を行うことを前提としている非常勤講師が、一般の授業に多用されており、小中学校にも拡大している問題を明らかにし、改善を求めます。また、非常勤講師の賃金が低く抑えられている実態の改善を求めます。

６．現在多くの道府県で実施されている少人数学級が、定数くずしや専科教員の引き上げ、定数配置の根拠からの特別支援学級はずし、非常勤講師の乱用によるものであり、教職員の多忙化の一因となっている問題点を明らかにし、国の責任での少人数学級の実現を求めます。
７．臨時教職員の要求・願いを明らかするために、要求アンケートや対話アンケート、聞き取り調査などの取り組みを強化するとともに、要求実現の取り組み、臨時教職員を対象にした学習会・交流会、仲間づくりなどの取り組みをすすめます。また臨時教職員の組合加入をすすめます。
８．教員の新規採用にあたっての健康診断は、労働安全衛生法に基づいて、雇い入れ時に公費で実施することを求めます。雇用対策法にふれるおそれのある、採用審査（一次・二次）での健康診断書の提出が求められている所や健康診断の結果を、合否の評定に使っている所では、ただちに改善を求めます。

９．定数内に配置されている臨時教員が９月に首切りに会うなどの任期途中での雇い止めを許さない取り組みを強めます。

《具体的なとりくみ》

１．非常勤講師の乱用に歯止めをかけ、問題点の改善に努めます。
（１）現在配置されている非常勤講師のほとんどが、打ち合わせや教材研究の時間、子どもと関わる時間などが保障されておらず、力を十分発揮できないために、正教員の負担増を招いている例も多いなど、教育上好ましくない実態を指摘し、改善を求めます。
（２）非常勤講師の多くが、時間外労働の常態化や休暇等の権利が保障されていないなど厳しい労働条件に置かれている事態の改善を求めます。また、少なくとも、先生として働き続けることができる賃金保障を求めます。

（３）時間（６０分）単位で雇用されている非常勤講師が勤務時間外にサービス残業を強いられている実態をあらためさせます。また、授業時間単位で雇用されている非常勤講師の、テストの採点などの必要な勤務に対して報酬を支払うことを求めます。

２．臨時教職員の正規採用化要求の実現をめざし、採用・選考制度の公開、「選考」の趣旨にそった採用制度の実現を求める運動を全国で展開します。

（１）大分の教員採用汚職事件を受けて、各自治体が点検・見直しを行った教員選考審査のあり方が、真に公平性を実現し、外部の圧力を排除するものになっているかの検証にとりくみます。そして、問題点が残されている場合には、緊急の申し込み等を行い改善を求めます。
（２）情報公開制度の活用や交渉の中で教員選考の実態を明らかにさせる取り組みをすすめます。また、個人の成績などの開示請求を組織として支援します。開示された情報を分析し、面接の不透明さや評価の在り方、競争試験化の実態など、問題のある部分については改善を求めます。
（３）臨時教員経験者の一次審査や筆記審査の免除、一般の応募者とは別枠の審査の実施など、全国の半数を越して広がりを見せている臨教経験尊重の実態を明らかにし、非常勤講師の経験や市町村雇用の経験などが排除されているなどの問題点の改善を求め、よりよい制度につながるようとりくみます。一方、特別選考の多くが、講師経験を除く社会人からの教員採用や教員免許を軽視した方向に動いている問題を指摘し、改善させます。
（４）教職員の年齢構成が著しくアンバランスになっている実態をあらため、将来的にも一定数の採用数が確保されるよう、中・長期的な採用計画をつくらせます。

（５）審査内容や時期、要項の中身など、受審者、とりわけ学校現場で働きながら受審しなければならない臨時教員が受審しやすい方法への改善を求めます。
（６）臨時教員経験者が初任研を受ける場合には、その経験とニーズにあった内容にすることを求めます。

３．臨時教職員の組織化・組合加入を全国的課題としてとりくみ、積極的にすすめます。
（１）職場で働いている臨時・非常勤教職員の賃金、労働条件の実態や願いを聞くなど、すべての臨時・非常勤教職員との対話をすすめます。すべての教職員の要求とあわせて臨時・非常勤教職員の要求を職場・自治体単位でまとめ、校長・教育委員会への申し入れ、交渉をおこないます。
（２）採用を目指す学習会や対策会などを開催する中で、組合の存在をアピールするとともに、参加者間の交流や悩みや要求に応える中で、積極的に組合加入を働きかけます。
（３）合格が明らかになった時点でも意識的に組合加入を働きかけるとともに、初任研に向けての学習など採用後に向けた世話役活動にもとりくみます。
（４）組合に加入した臨時教職員どうしが交流し、成長できる場を保障します。
（５）臨時教職員を中心としたサークルの結成や活動を積極的に援助します。
（６）組合加入を理由にした任用拒否や選考審査での不利益な取り扱いを許さない取り組みをすすめます。
４．国の責任によって教職員定数を増やし、少人数学級を実現させるなど行き届いた教育を求める運動を父母・国民とともに進めます。
（１）教育全国署名運動などの推進により少人数学級の実現を求めます。
（２）臨時教職員の配置拡大の問題点を明らかにし、ゆきとどいた教育の実現には、正規教職員の増員が望ましいことを広く父母・国民に知らせます。

（３）現在、都道府県や市町村雇用で配置されている臨時教職員は、すでに、学校現場で必要な教職員として位置付いていることをうけ、必要な定数として拡大することを求めます。
５．代替の配置や教職員数の調整を臨時的任用の多用によって対応している現在の臨時教職員の制度を改善し、必要な教職員は正規で配置できるよう運動を進めます。
（１）現在の臨時的任用の多くが、地公法２２条による臨時的任用の範囲を逸脱した違法なものであることを明らかにし、是正を要求します。
（２）教職員の補充制度の確立に向け、あるべき姿について組織的に検討を進めます。
（３）臨時教職員が多数配置される中で、代替教職員などが確保できず、配置の遅れが出ている実態を直ちに改善させ、必要な教職員は、正規で配置させることを目指します。
（４）定数内への臨時教員の配置実態、免許外の着任実態を明らかにし、改善を求めます。
（５）特別支援学校への臨時教職員の配置がさらに増加している実態の改善を求めます。
（６）退職者などの正規補充をせず、臨時職員の配置が増加している寄宿舎指導員や学校図書館司書、現業職員、事務職員などの正規採用を求めます。
６．臨時教職員の使い捨てを許さず、雇用確保、首切り阻止の運動を強化します。
（１）年齢などを理由にした雇い止めを許さず、希望する臨時教職員の継続任用を求めます。
（２）空き席調査や着任状況の実態把握などを通して、臨時教職員の継続雇用を目指すとりくみを強化します。
（３）私学の期限付き常勤講師制度の撤廃をめざし、臨時教員の専任化、解雇阻止のとりくみを強めます。
（４）私学の非常勤講師の派遣労働者化に反対します。
７．賃金・労働条件の改善など臨時教職員の要求実現を目指す運動を強化します。
（１）賃金、労働条件の全国的な調査、比較を実施し、各都道府県での改善に役立てます。
（２）全国の臨時教職員の賃金・労働条件等の改善を求めて中央交渉にとりくみます。また、各自治体での教育委員会交渉の中で、積極的に改善を求めます。
（３）病休代替者の賃金の国庫負担制度の導入をめざします。
（４）非常勤教職員への退職金の保障や雇用保険・厚生年金、健康保険の適用などの拡大を求めます。

（５）人事院規則の改正によって、根拠を失った臨時教職員の賃金の頭打ちを直ちに撤廃させます。また、前歴計算の改善を急がせます。
８．すべての教職員、父母、国民とともに運動を進めます。

（１）全労連や地域労連が開催する非正規・パート労働者の交流会や学習会に積極的に参加するとともに、全労働者に広がっている非正規化を阻止し、賃金、労働条件の改善に向けた運動に積極的にとりくみます。当面、春闘期に全労連がすすめる「賃金底上げ、均等待遇の実現を求める署名」のとりくみをすすめます。

自治体、民間の臨時・パート労働者の要求実現めざして、学習会、交流会、自治体申し入れ、地方議会採択などの共同のとりくみをすすめます。
（２）「臨時教職員制度の改善を求める全国連絡会」（全臨教）など臨時教職員問題の改善を求めて活動している他団体と協力・共闘をすすめます。
（３）夏の「第４１回全国臨時教職員問題学習交流集会」（宮城、８月１５～１７日を予定）に積極的に参加します。
資料－１「臨時教職員制度の改善などに関わる要求（案）」
Ⅰ、ゆきとどいた教育を実現するための定数改善・教員配置の要求
１、子どもたちにゆきとどいた教育を実現するために、直ちに国の責任による３０人以下学級を実現すること。義務教育費国庫負担制度を維持・拡充すること。
２、３０人以下学級の実現は、正規教員の定数改善で実施し、身分不安定な臨時教員をこれ以上の増加させないこと。
３、子どもたちの学校生活の全体を見ることができず、時間外勤務が常態化している非常勤講師や短時間勤務教員は原則廃止し、常勤化すること。
Ⅱ、臨時教職員制度の改善の要求
１、臨時教職員の雇用確保
①正規採用を希望する臨時教職員については、現場での経験を尊重し、長期経験を持つ臨時教職員からの大幅採用を実現すること。
②希望する臨時教職員を継続雇用すること。
③再任用制度の一方で臨時教職員の使い捨て、排除をしている実態を改めること。
④任用に当たっては、地域、免許、経験、校種、希望を尊重すること。
⑤臨時教員としての任用基準を明らかにすること
２、臨時教職員の待遇改善と権利保障
①臨時教職員の賃金、休暇、研修権等、労働条件を正規採用教職員並に改善すること。当面、次の要求を実現すること。
ア臨時教員には正規教員と同じ２級を適用すること。また、賃金の頭打ちをなくすこと。
イ臨時教職員に産休、病休、育休、介護休暇など正規採用教職員に認められている権利を保障すること。また、代替配置を行うこと。
ウ月の途中からの任用の場合には、諸手当を日割り計算で支給すること。
エ採用時の前歴換算を改善すること。
オ一時金を基準日に在籍しなくても勤務期間に応じて支給すること。
カ失業期間中の生活保障を行うこと。
キ退職手当の支給率を１００分の１００に改善すること。また、失業者の退職手当の制度を周知徹底すること。
ク非常勤も含めたすべての教職員の賃金を月額１５万円以上とすること。
②非常勤講師・職員の年休権確立、時間単価の引き上げ、一時金の支給など切実な要求を実現すること。雇用形態等によって、非常勤講師間に格差が生じている場合には、条件のよい方に改善すること。
③臨時教職員に共済組合員資格を与えるよう制度を改善するとともに、月単位の任意継続を導入して、期間が引き続くようにすること。
④課税最低限度額を大幅に引き上げること。
⑤臨時教職員に対する学校運営上の差別的扱いを是正すること。
⑥臨時教職員の労働条件を雇用契約締結前に文書で明示すること。
⑦介護休暇の代替など、辞令途中で自己都合退職を強要されている実態をあらため、継続雇用を保障すること。できない場合は労基法２０条を適応すること。

３、教職員の補充制度の確立、現行代替制度の改善
①産休や育休、長期研修、病休等の補充には子どもたちの学習権を保障するためにも、定数化、学校への加配、年度途中の採用、プール制などの方法により、正規に採用された教職員を配置できるようにすること。
②定数内の教職員の欠員は、正規採用の教職員を配置すること。
③必要な教職員は臨時とせず、正規採用教職員をあてること。
④産・育休の代替は、常勤で休暇期間中配置し、長期休業中も継続すること。
⑤病休、産・育休等に関わる引き継ぎ日を保障すること。特に年度始め、学期末には、学校運営が円滑にすすむように必要に応じた措置をとること。
⑥病休代替を常勤で確保するとともに、年休消化中も含め遅れのないよう配置すること。また、長期休業中も配置すること。
⑦臨時教員に臨時免許を発行して専門外の授業を担当させている実態をあらためること。また、やむを得ず臨時免許を発行する場合には、行政の責任で手続きを行うとともに諸費用を負担すること。
Ⅲ、教員採用制度の改善の要求
１、臨時教職員としての勤務が正当に評価される採用制度を実現すること。
２、当面、以下の要求実現をめざします。
①選考・採用の内容、基準、過程、審査問題の公開、個人成績の本人への開示
②思想・信条、所属団体、性、出身大学などによる不利益取り扱いの禁止、コネ、情実採用の根絶
③選考審査の年齢制限の撤廃
④臨時教員の勤務に配慮した選考審査の日時の設定
⑤教員の適切な年齢構成に配慮した教員採用数の維持
⑥憲法、教育基本法にもとづく選考審査基準、内容、方法の確立
ア、障害児学校の教員採用における基礎免許（盲・ろう・養護学校免許）の重視
イ、教員免許を所有した障害者の教員採用における特別な配慮
ウ、教員に求められる本来の役割、職務内容からかけはなれた審査基準・内容（体力テスト、一芸採用、ボランティア活動や民間経験の評価、無免許者からの採用など）の規制、廃止、適正化
エ、政府、文科省の教育政策、社会的に見解の分かれている事柄に対する受審者の見解、姿勢、評価を問う審査内容（君が代・日の丸問題、学習指導要領の法的位置づけ、教員の政治活動への参加、職場における組合活動など）の排除
オ、面接における、プライバシーに関わる質問の排除。
⑦募集要項、受審手続きの内容改善
３、労働安全衛生規則第４３条で、雇い入れ時に義務づけられている健康診断が、選考段階で実施されている実態をあらため、名簿登載後におこなうこと。また、臨時教職員としての任用時の健康診断もあわせて、公費で実施すること。

資料－２　全教臨対部　08年度文科省交渉（０９年３月２７日）の概要
□非常勤職員の待遇改善について

財務課給与企画係：地方自治法の仕組みの上から（特別職扱いなので）、報酬のみしか支給できない。一時金の支給は困難。

非常勤職員の待遇改善で人事院の指針が出され、それについての通知が出されているが、一方で、総務省の方で、地方公務員の短時間勤務のあり方に関する研究会が立ち上がっている。国の通知の内容をふまえた報告書がでていますが、その中では、国の制度と地方の制度はまったく同じものではない。地方では多種多様な仕組みが取られているので、どういった職について、どういった形で支給されるものか、検討されるべきものとされています。文科省としても、そのあたりの流れをみて、今後の方向性を見守っていきたい。

（総務省の通知では、地方公務員の短時間勤務には、①特別職３条②一般職１７条③臨時的任用２２条があると述べていて、本来②であるべき非常勤職員が、①を根拠に任用されている状況が一般化してしまっている）

□詳細な選考結果等の開示について

教職員課企画係：教員選考結果の公表については、文科省というより、教特法にもとづきそれぞれの任命権者である教育委員会の適切な判断による。文科省は不正防止、透明性の確保などは重要と考えている。管理体制の整備、試験問題の公表、そのための取り組みを行っている。

事例集などもお配りしているので、参考にしてもらい、よりよい採用選考を実施していただこうと思っている。保護者や住民から疑われることがないようにすることが重要だ。

□年齢制限の撤廃について

教職員課企画係：これも、各都道府県・政令指定都市の判断による。今は年齢制限なしの県・市が１２県・市になっている。４０歳以上が上限年齢は、平成１４年には９県市でしたが、今は３倍に増えています。当然、豊かな体験を有する幅広い人材としての取り組みが進んでいる。

□教員免許更新講習の実施にあたっての臨時教職員等への周知・費用負担について

教職員課企画係：免許更新制は教員が最新の知識を身につけ、自信を持って教壇に立ち、社会から信頼を得るというのが趣旨。

臨時教員への周知の点では、当然十分周知されることが重要だと認識している。雑誌やポスター、ホームページを頻繁に更新し、パンフレットでも周知する。

各教育委員会で、臨時採用の教員への周知をしっかりやってもらっている。今後ともしっかり取り組んでいきたい。

　教員免許の更新はあくまでも個人の資格に関わるものだから、臨時教員に限らず、すべての人が自己費用としている。僻地等は補助金等で軽減をはかっていきたい。

□筆記や面接の実施状況の公開の立ち後れの問題

教職員課：おそらく、今後の課題として調査していくことになる。点数化できないとかランクで決まっているとか、試行錯誤している。文科省としてはできるだけ、適切に資質が把握できるようにすることが重要と考えている。

面接の仕方まではいかないが、全県分をＨＰで公開している。

□「教職経験の中には、臨時教員の経験は当然評価すべき対象と考えていますね」

教職員課：教職経験として評価できる。

□「『臨時教職員経験』というようなことを明示した調査をお願いしたい」

教職員課：地公法２２条ですから、優先するということはできませんが、（臨時教員としての経験を評価していくことを）考えていきたい。
□雇用対策法に基づく年齢による差別の禁止について

教職員課：公的機関は法律の適用除外とされています。それは当然これまでも、しっかりしてきたということだが、年齢制限が緩和される方向で、調査を進めてきた。

（年齢制限を設ける）必要があるという場合もあるのかもしれない。けれども、いずれにしても、年齢制限を緩和していく方向に進めていきたい。

□「文科省も非常勤講師の待遇改善の立場に立ってほしい」

教職員課：地方自治法があるので、地方は地方だ。国は人事院がもともと持っていた方針が守られてこなかったので、周知徹底したと言うことだ。

地方の場合は、そもそも全国共通の規則がない。国の制度とは一致していない。みなさんがおっしゃるような状況は一部把握しているが、国立学校などがあって、直接文科省として何かできるのであれば、何かできるかもしれないけれども、地方については、文科省が直接何かをできわけではない。地方自治法についての改正の意見が言えるのかどうか。

行革推進法、骨太の方針に縛られている。学習指導要領の関係で、常勤の定数を措置していきたいが、縛りがある中で、忸怩たる思いがあるが、定数化していく方向をめざしたいと思っている。

□市町村費職員の劣悪な賃金・労働条件の改善について

教職員課：職務内容と処遇があっているかどうかが大原則の問題だ。直接的に文科省として言うことではないと思うが、同じような仕事をやっているのに処遇が違うというのは本来おかしい話だ。職務の中味と処遇を一致させるということが望まれる。
資料－３　総務省通知にかかわる全教のとりくみ要請

全教本発０９－１１８

２００９年９月３０日

各構成組織執行委員長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本教職員組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央執行委員長　山口　隆

総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の

任用等について」をふまえた臨時・非常勤教職員の待遇改善の

とりくみなどについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総務省は０９年４月２４日、各都道府県・政令市にたいし、通知「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について」を発出しました。この文書では臨時・非常勤職員の任用管理をこれまで以上に厳格にすることを求めるとともに、賃金・労働条件の決定については、今後の改善の足がかりになるものも含まれています。したがって、今年の秋季年末闘争における臨時・非常勤教職員の要求実現のとりくみをすすめるうえで、以下の点を検討の上、対応されますよう、お願いします。

１、通知が出された経過

この総務省通知は、総務省が０８年７月に発足させた「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」が、０９年１月に最終報告書をとりまとめたことを受けて発出されものです。研究会報告は冒頭、職員の任用については、「任期の定めのない常勤職員を中心とする公務の運営」という原則は維持しつつ、「人事管理上の要請及び働く側の志向も踏まえ、地方公共団体における多用なニーズに対応したより質の高い効率的な行政サービスの実現に資するよう、短時間勤務に関わる諸制度について、個々の制度の趣旨を再確認した上で、適正な運用と必要な拡充をはかるべきである」との研究会での検討をすすめるうえでの基本的な考え方を示しました。

そのうえで研究会報告は、これまでの臨時・非常勤職員の任用等の実態をふまえ、「臨時・非常勤職員のうち、労働基準法上の労働者に該当する者については臨時・非常勤職員の勤務条件の決定にあたっては、最低、労働基準法の規定を踏まえる必要があること、また、職員の給与以外の勤務条件を定めるにあたっては、国及び他の地方公共団体の職員との権衡をはかること」が検討課題の一つとして示されていました。

２、勤務条件の決定にかかわる総務省通知の内容と対応について

　上記の研究会報告に沿って発出された総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について」の内、賃金・労働条件の決定にかかわる総務省の各地方自治体への主な要請内容は以下のとおりです。各構成組織では総務省の各地方自治体への要請内容を踏まえた、要求の整理、要求実現にむけたとりくみをお願いします。

第１は、臨時・非常勤職員の任用に際しては、文書による勤務条件の明示が要請されています。通知では、文書で明示すべき労働条件として以下の項目が例示されています。

・　労働契約の期間

・　就業場所、従事すべき業務内容

・　始業・就業時刻、所定外労働の有無、休憩時間、休日、休暇

・　賃金の決定、計算及び支払い方法、賃金の締め切り及び支払い時期

・　健康保険、厚生年金保険、労働者災害補償保険及び雇用保険の適用

・　退職（解雇の事由を含む）

　第2は、臨時・非常勤職員の募集・採用にあたっては、雇用対策法の趣旨（合理的な理由がない差別的な取り扱いの禁止）を踏まえ、年齢にかかわりなく均等な機会を与えることが要請されています。

第３は、臨時・非常勤職員の勤務条件について、労働基準法の趣旨、民間のパート労働者の取り扱い、国の非常勤職員の取り扱いなどをふまえた、適正な勤務条件への見直し、改善が要請されていることです。その主な点は以下のとおりです。

①　非常勤職員が時間外勤務を行なった場合には、労働基準法第37条に基づく時間外勤務手当に相当する報酬を支給しなければならないこと。

②　臨時・非常勤職員の勤務条件の設定にあたっては、労働基準法の規定を踏まえること。特に、労働基準法に定める年次有給休暇（39条）、産前産後休業（65条）、育児時間（67条）、生理休暇（68条）が制度として設けられていなかったり、法律上の規定を下回っている場合は、法律の趣旨に合致するよう速やかに制度を整備すること。

③　職員の休暇など、給与以外の勤務条件を定めるに当たっては、国及び他の地方公共団体の職員との権衡をはかること（なお、国の行政機関などに働く非常勤職員の休暇制度が10月1日より改善されています）。

④　臨時・非常勤職員のうち、地方公務員等共済組合法、地方公務員災害補償法および退職手当条例が適用されない者については、厚生年金及び健康保険並びに雇用保険及び労災保険の、各法律に基づく適用要件に則った適切な対応がはかられるべきであり、個々の任用例においていかなる適用状況となるか点検すること。

⑤　臨時・非常勤職員についても、労働安全衛生法などの労働関係法令は適用があり、「常時使用する労働者」に該当する場合は、１年以内ごとに1回、定期に医師による健康診断を行なわなければならないこと。

⑥　男女雇用機会均等法に基づく措置（女性職員の保健指導又は健康審査を受けるための職務専念義務の免除など）が講じられるべきこと。

⑦　臨時・非常勤職員についても、育児・介護休業法に基づく地方公務員に関する措置（介護休業、子の看護休暇、時間外労働の制限、深夜労働の制限）の実施を念頭におくこと、など。

なお、社会保険の適用、労働安全衛生法の適用の見直し・検討が要請されていますが、健康保険、厚生年金は、ともに加入資格が「勤務時間が週２９時間以上」とされ、労働安全衛生法にもとづく年一回の健康診断も「常時使用する労働者」とは週２９時間勤務以上と解釈されています。これでは、多くの非常勤職員は社会保険、労働安全衛生法の適用除外とされるため、早期の適用条件の改善、これまでの解釈を上回る適用が求められます。

３、臨時・非常勤職員の再度の任用について

　今回の通知では、臨時・非常勤職員の再度の任用について、「任期については任期終了後の再度の任用の可能性について明示する場合であっても、手続きなく「更新」がなされたり、長期にわたって継続して勤務できるといった誤解を招かないよう、明確な説明に留意すべきである」との考え方を示し、任用にあたっての手続きを厳格化しています。

これは「募集採用に当たって、『任期の更新あり』のような説明がなされ、臨時・非常勤職員の側に、任期の更新を期待させることとなり、任期終了後に再度の任用がなされなかった場合にトラブルとなっているケースも指摘されていること」への対応策として出されたものです。

同一職員を長期間、劣悪で不安定な条件で勤務させることは、本来は好ましいことではなく、常勤的な勤務に継続して従事している場合は、その職員の勤務経験・実績・要望をふまえ、正規採用化すべきです。臨時・非常勤教職員の多用をすすめてきたのは行政当局であり、仮にさまざまな事情で長期間勤務させる場合に、裁判などのトラブルなく臨時・非常勤職員をいつでも雇い止めできるように、任用管理を厳格化する今回のやりかたは、本末転倒といわざるをえません。したがって臨時・非常勤職員の再度の任用にあたっては、同一校での継続任用をふくめ、本人の希望、意向を尊重するとともに、教育活動の継続性、集団性など子どもたちの教育の充実をふまえた職場の管理職・教職員の意向を何よりも大切にすることを当局に求めることが重要です。

資料－４　「社会的アピール運動」をすすめるための全教討議資料（案）

【討議資料】臨時教職員の多用を規制し、正規教職員の配置増、臨時教職員の均等待遇でゆきとどいた教育の実現をめざす「社会的アピール運動」をすすめるために（案）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年１１月　全日本教職員組合（全教）

　臨時教職員（＊）の多用があまりにもすすんだため、産休・育休・病休の代替教職員が配置されない事態が全国各地にひろがるなど、学校教育に深刻な影響を及ぼしています。「定期試験で理科のテストができない学年があった」「違う免許所有者が代替として配置された」（千葉）、「時間割編成がまともに行なえない」「教育計画など外部へ示す書類の作成がストップした」（北海道高）、「自習が多く、授業が遅れた」（静岡）など代替教職員の配置の遅れは正規教職員の負担増だけではなく、子どもたちの学習に見過ごすことができない影響をおよぼしています。

「東奥日報」（09.8.14付）は「あえぐ臨時教員」「まるで官製ワーキングプア」「『臨時』は８人に１人」との見出しで臨時教員の厳しい労働条件と青森県内での臨時教員の多用の実態を報じました。臨時教職員のこれ以上の多用を規制し、正規の教職員の配置を増やし、臨時教職員の賃金・労働条件の均等待遇を確立することは一刻の猶予も許されない課題となっています。

１、増え続ける臨時教職員の配置

（１）学校ですすむ臨時教職員の多用化

　「民間企業と同様に、学校現場でも臨時教職員が増えている」と指摘されて久しくなりますが、学校現場での臨時教職員の配置実態はどうなっているでしょうか。
【事例１：愛知県立Ａ高校】

　愛知県内の公立Ａ高校では、この10年間で正規教員は51人から43人に8人減るいっぽう、非正規の教員は4人から21人へと17人も増え、教員全体に占める割合は7.2％から32.8％と4.5倍まで増えています。非正規教員のなかでも、非常勤講師が4人から17人と4倍以上にも増えています。

【事例２：佐賀県立Ｂ養護学校】

　佐賀県内の公立Ｂ養護学校ではこの10年間で、正規の寄宿舎指導員が27人から17人に削減されるいっぽう、非正規の指導員は2人から10人に増えています。その結果、寄宿舎指導員の中の臨時の指導員が占める割合は、6.9％から37％へと5倍以上になりました。同じＢ養護学校の事務・現業職員も、10年間で正規職員が15人から12人に減らされるいっぽう、10年前には非正規職員は一人もいませんでしたが、今年度15人が配置されるようになり、事務・現業関係の業務をになう非正規の職員は5割を超えています。

【事例３：東京都市立Ｃ中学校】

　都内市立Ｃ中学校では、この10年間、正規教職員の数は37人と変わっていませんが、非正規教職員の数は10人から28人へ、18人増えています。その結果、教職員全体にしめる臨時教職員の比率は21.2％から43.1％へと倍加しました。正規の事務・現業職員が10年間で4人から２人へと2人減となるいっぽう、臨時の事務・現業職員は10年前はいませんでしたが、今年度は14人が配置されています。

（２）全国では20万人を超える臨時教職員が配置

　学校の種類を問わずまた職種を問わず、臨時教職員の配置拡大、多用が続いています。

文科省「学校基本調査」結果ではこの8年間で、正規教員数は減少する一方、公立小・中学校、高校、特別支援学校ではたらく常勤講師、非常勤講師は33860人、1.4倍に増えています。とりわけ小学校の非常勤講師は3.4倍、特別支援学校の常勤講師は2倍、非常勤講師は1.8倍と配置拡大が顕著です。小・中学校、高校、特別支援学校ではたらく臨時教職員の数は20万人をこえると想定されています。

（３）臨時教職員のあらたな配置拡大

　これまでも学校現場には多くの臨時教職員が配置されてきましたが、それでも産休、育休、病休の代替の臨時教職員、高校での非常勤講師（時間講師）の配置などに限定されていました。この10年間、臨時教職員の配置にはあらたな変化がみられます。

①　非常勤教職員の多用

その第1の特徴は、非常勤教職員の多用です。全教の調査では、ほとんどの自治体で「非常勤講師が増えている」と報告されています。文部科学省調査でも2000年以降、非常勤講師の配置が広がり、小学校での非常勤講師の配置は3倍以上に増えています。

義務制関係の学校では、県費負担の非常勤教職員の配置に加えて、市町村費負担の非常勤教職員の多用がすすんでいます。さいたま市では、市内小中学校158校などに28種類の職名の臨時教職員が配置されていますが、常勤の臨時職員は義務制学校の臨時教育職員、付属幼稚園の臨時職員の2種類だけです。残りの26の職名の職種は非常勤、ボランティア、派遣業務委託などで、その人数は2122人にものぼっています。

広島市内の臨時教職員2349人のうち県費非常勤教職員は284人、市費非常勤教職員が695人、補助職員が893人、合計1872人が非常勤教職員です。正規・非正規教職員の合計7652人にしめる臨時教職員2349人の割合は30.7％にも達します。

②　定数内臨時教職員の拡大

第2の特徴は、定数内の臨時教職員の配置拡大です。

文部科学省の定数報告では、公立小・中学校ではたらく常勤の臨時的任用・期限付教員（非常勤教員・講師は除く）51394人のうちの産休代替は2865人、育休代替は11866人、それ以外は36663人でそのほとんどは定数内臨時・期限付教員と想定され、臨時・期限付教員全体に占める比率は7.2％です。この比率は自治体で大きな開きがあり、もっとも高いのは沖縄県の小学校19.6％、中学校17.8％、もっとも低いのは鹿児島県の小学校1.1％、中学校0.9％となっています。

全教の各県組織からの報告では、教員に占める定数内の臨時教員の比率は、自治体によってかなりの開きがありますが、09年度の７県の小・中・高校・特別支援学校の合計の平均は6.4％となっています。とりわけ、障害児学校の「再編」の動きのなかで、障害児学校における定数内の臨時教職員の配置の多さが顕著であり、一つの学校で3割、4割をしめる学校もめずらしくありません。

　公立小・中学校、高校、特別支援学校全体の2009年度の新規採用教員数は約２万５千人ですが、それをはるかに上回る数万人の定数内臨時教員が配置されていると想定されます。奈良県の09年度の新規採用教員は277人ですが、定数内講師はそれを866人も上回る1148人が配置されています。

定数内臨時教員の数は年々増え続け、2009年度の配置人数は2006年比で、千葉県中学校で1.9倍、広島県中学校で1.7倍、奈良県中学校で1.5倍となっています（「しんぶん赤旗・日曜版」（09年9月27日付）。

２、臨時教職員の多用化の背景

　こうした臨時教職員の配置拡大、多用の背景には何があるのでしょうか。

（１）雇用の流動化政策で増え続ける非正規労働者

旧日経連は１９９５年５月、「終身雇用」、「年功型賃金」などいわゆる「日本的雇用・経営慣行」を見直し、労働力を「弾力化」、「流動化」するための提言「新時代の『日本的経営』」をまとめました。雇用のあり方では、従業員を長期蓄積能力活用型、高度専門能力活用型、雇用柔軟型の三つのグループに分け、期限の定めのない安定した雇用・賃金は長期蓄積能力活用型など労働者の一部とし、労働者の大半は不安定雇用で低賃金の臨時・パート・派遣・請負などの雇用柔軟型とするとしました。この提言の最大のねらいは、生き残りをかけた「グローバル競争」で、大企業が勝ち抜くために、労働者の人件費の総額（賃金、コスト）を徹底的に切り下げようとすることにありました。

その後非正規雇用労働者は増え続け2008年には、労働者全体5159万人のうち、非正規労働者は1761万人、その割合は34.1％にまで拡大しました。また労働法制の改悪ともあいまって、雇用形態の多様化は毎年進行し、派遣、請負など間接雇用が広がっています。

（２）国・自治体でも増え続ける臨時・非常勤職員
政府・財界の総額人件費削減攻撃は、国の行政機関における「小さな政府」「官から民へ」「中央から地方へ」、地方の行政機関における「効率化」の名による公務員の人件費の削減攻撃のもとで、正規採用の公務員の削減、臨時・非常勤職員の配置拡大が続けられてきました。

国の行政機関にはかつて正規の国家公務員は50万人いましたが、06年７月時点では30万人を切るいっぽう、非常勤国家公務員は15万人も配置されています（国公労連『調査時報』07年11月号）。

また総務省の発表では、全国の地方自治体に働く正規職員は08年4月現在で約137万人（02年は約176万人）（警察・消防・教員除く）、これに対して臨時・非常勤職員数は約50万人(6ヶ月以上かつ週20時間以上の職員）となっており、臨時・非常勤職員が占める比率は27％、「自治体の3割が非正規雇用労働者」という実態となっています。

（３）なぜ増える臨時教職員？

　戦後日本の学校教育は、教職員の低賃金、年休もまともにとれない少ない教職員数、OECD諸国では最悪の学級編成基準、劣悪な施設・設備など、「安上がり教育」のもとですすめられてきました。そしてこうした「安上がり教育」を支える施策の一つとして、臨時教職員の配置・活用が続けられてきました。

加えて1990年代以降の日本社会全体の「構造改革」、官・民労働者の雇用とはたらき方の多様化・流動化の急速な進行、国と地方の財政状況の悪化を口実にして、学校現場でも正規教職員を削減するいっぽう、臨時・非常勤教職員、とりわけ非常勤教職員の配置・活用をすすめてきました。
－国による人件費削減－

政府・財務省による国と地方の財政悪化を口実とする公務員の人件費削減攻撃のもとで、正規教職員の削減、学校事務の共同化と事務職員の削減、現業職員の退職不補充、民間委託が押しすすめられるいっぽう、子どもたちの実態をふまえたきめ細かい学習・生活指導、少人数学級の実施、子どもの安全な環境整備など、教育にたいする教職員、父母・住民の強い要求・願いへの対応の必要性から、文部科学省・都道府県教育委員会は臨時教職員、とりわけ非常勤教職員を多用する施策をすすめてきました。

－総額裁量制、「定数崩し」、国庫負担制度の改悪、政策的な非常勤の活用－

臨時教職員の多用、とりわけ非常勤教職員の配置拡大の背景には、教職員人件費の総額裁量制と「定数崩し」の実施、義務教育費国庫負担割合の２分の１から３分の１への引き下げがあります。09年度では小中学校の非常勤講師31424人（対前年度比1568人増）の内、定数崩しによる非常勤講師は18635（対前年度比2426人減少）人、割合では約6割となっています。

2007年度から実施されている「行革推進」法にもとづく正規教職員削減のもとで、文部科学省は政策的に非常勤教職員の配置を拡大してきました。平成20年度予算では非常勤講師活用事業で7000人、平成21年度予算ではサポート教員（非常勤講師）14000人の配置が予算化され、平成22年度の文科省概算要求ではサポート先生（非常勤講師）19500人の配置を要求しました。文部科学省は特別支援教育の学習活動をサポートする非常勤の「支援員」を配置するため、3万人の地方交付税措置を実施し、08年度には2万6千人の支援員が配置されています。

－調整弁としての定数内臨時教職員の配置、都道府県独自の少人数学級実施－

児童生徒数の減少を上回る教職員の削減を求める「行政行革推進」法のもとで、各県では教職員配置の「調整」を理由に、正規教職員は標準法で算定される数を下回る数に抑えられ、定数内に多数の臨時教職員を配置してきました。また少人数学級、少人数授業などが、義務教育費国庫負担対象となる教員定数のうち、児童生徒数・学級数によって決まる基礎定数によってではなく、明確な配当基準を持たない不安定な国庫加配定数や県単独加配教員によって実施せざるを得ないことが、多数の定数内の臨時教員を配置する背景の一つとなっています。

３、臨時教職員の配置拡大、多用は学校教育に何をもたらしたか

（１）教育活動に「困難」をもたらす臨時教職員の多用

臨時教職員とりわけ非常勤教職員の多用は少人数授業、教科の複数指導などきめこまかい学習指導を実施する上で大切な役割をはたしています。一方で、「分掌などの担い手が少ないために、さらなる多忙に。十分な議論ができていないために、職場全体の教育力の低下につながりかねない」（愛知高）、｢非常勤講師の配置の多い特別支援学校では、職員間で顔と名前が一致しない。配慮の必要な児童生徒の情報交換が不十分、時間外での仕事の未解消、継続的な指導が困難｣（島根県）、「フルタイムではない分、生徒への対応に穴をあけないようにするためには、周囲のカバーが必要」（富山高）、「担任（クラス、教科）が毎年替わることにより、指導の一貫性が弱まったり、生徒からすると頼る存在になりにくい」（山梨高）などの問題点も指摘されています。
（２）代替の臨時教員が見つからない

臨時教職員の多用化がすすみ過ぎたため、年度途中の、場合によっては年度の始めから病休や産休の代替のための臨時教職員が見つからない、「教育に穴が開く」事態を全国で引き起こしました。全教の調査では「代替者が見つからないという実態がありますか」という問いに、10組織があると答えています。

宮城県の公立高校、特別支援学校では、08年度、出産休暇の代替でも5件、最長33日の遅れ、病気休暇の代替では69件、最長15日の遅れが報告されています。広島県の義務制学校では、出産休暇の代替で10件、病気休暇の代替では73件、このうち１ヶ月以上の遅れが23件、最長4ヶ月近くの遅れがあり、千葉県の義務制学校では半年以上の代替未配置も報告されています。

４、不安定雇用、低賃金の「学校ワーキングプア」の拡大

　臨時教職員の多用は臨時教職員自身、とりわけ非常勤教職員の仕事と生活にとっても大きな問題をもたらしています。

（１）生活保護を下回る劣悪な賃金

　非常勤教職員の賃金は「報酬」と通勤手当相当分の「費用弁償」に限定され、住居手当などの諸手当、期末・勤勉手当、退職金などが支給されないために、常勤の臨時教職員に比べてもきわめて劣悪な賃金を押し付けられています。常勤の臨時教職員の賃金は正規教職員に順じているとはいえ、経験10年前後で基本給は上限となり、それ以後何年はたらいても昇給しません。

文科省が近年、政策的に配置を拡大している非常勤講師などの年収は、120万円を想定しています。地方交付税措置がされている特別支援教育支援員の年収の場合、文部科学省が想定している年収は119万円です。先に紹介した広島市が独自に配置する「補助職員」の賃金は「謝礼金」という名目で、時間単価は920円です。さいたま市が独自に配置している公立学校の非常勤学校図書館司書の場合は、1日6時間、週4日勤務、報酬は１時間当たり1120円で、課業月でも月収10万7520円、年間勤務時間は上限960時間となっているため、年収は最高でも107万5千円です。

これでは将来の人生設計を描けないばかりか、生活保護基準の生活水準を維持することすら困難であり、安心して日々の教育活動に打ち込むことは困難ではないでしょうか。

（２）強いられるサービス残業

非常勤教職員の勤務時間は、多くの場合子どもへの教育活動が行われる時間帯を想定して、設定されています。しかし非常勤教職員であっても、子どもたちへの直接的な学習・生活指導のほかに、授業の整理、今後の教育活動の準備、学年・教科の打ち合わせなど教育活動上必要な仕事はさまざまにあります。それらの、非常勤教職員の決められた勤務時間外におこなわれる業務は、もっぱら無給のサービス残業をしいられています。

５、臨時教職員問題を教職員、父母・住民に知らせ、その解決をはかる社会的なアピール運動すすめよう

（１）臨時教職員の多用を規制し、正規教職員の配置増、臨時教職員の均等待遇の確立をめざす社会的な合意形成の運動をすすめよう

ゆきとどいた教育を実現するためには、臨時教職員の多用に頼る政策を改めさせ、正規教職員の配置を大幅に増やすことがどうしても必要です。また国の責任による30人学級の実施、教職員定数の改善のとりくみもいっそう強めることが求められます。同時に毎日、毎日の教育活動を学校職場で支えている臨時教職員が安心してはたらきつづけ、教育活動に専念できる賃金・労働条件と安定した雇用の確立も重要な課題です。それは、組織的、系統的な学校教育活動を円滑にすすめるうえでも、父母、教職員の教育活動上の合意形成、参加と共同の学校づくりをすすめるうえでも不可欠の課題となっているからです。

（２）社会的アピール運動でかかげる要求

○臨時教職員の多用を規制し、教職員の配置増で、ゆきとどいた教育の実現をはかる

　・総額裁量制の廃止、「定数崩し」による臨時教職員の配置拡大の規制

　・定数内臨時教職員の配置解消。そのための正規採用教員の増員

・義務教育費国庫負担割合の３分の１から２分の１への復元

○臨時教職員の待遇改善、雇用の確立で学校職場から「ワーキングプア」をなくす

　・非常勤教職員の時間単価引き上げ、臨時教職員の賃金上限の廃止など賃金・労働条件の均等待遇の実現

　・任期満了を理由とした一方的な雇い止めをやめ、本人の意向を尊重した継続雇用の実現。任期途中の任用事由の変更、妊娠などにともなう退職強要をおこなわないこと

　・全国一律最低賃金制の確立、公契約条例の制定

（３）臨時教職員の多用の規制、正規教職員の配置増、臨時教職員の均等待遇をめざすとりくみ

－全国的なとりくみの推進

・引き続き臨時教職員の実態と要求を把握し、マスコミに発表するなど社会的なアピールと改善にむけての合意形成をはかります。

・臨時教職員の多用の規制、標準法の改正による総額裁量制の廃止、義務教育費国庫負担割合の３分の１から２分の１への復元などを求め、文部科学省に要請・申し入れをおこないます。

・全国一律最低賃金制確立、公契約運動のとりくみとともに、臨時教職員の均等待遇をはかります。

－都道府県本部・支部では

・臨時教職員の実態調査と要求集約、教育委員会への改善の申し入れをおこないます。

・定数内臨時教職員の配置解消、2011年度新規採用教職員の採用枠拡大めざし、各都道府県教育委員会に要求します。

・国による加配教員の配置実態を明らかにさせ、公正・公平な基準による教員加配を実施させます。

・臨時教職員が安心して働き続けられる賃金・労働条件の確立と正規採用化、雇用の確保の実現を求めるとりくみを、賃金・労働条件の地方確定闘争に合わせてすすめます。

・市町村が独自に配置している臨時教職員について、学校現場の要望をふまえた適切な配置、賃金・労働条件の改善、本人の希望にもとづく継続的な雇用を求めます。

－それぞれの学校では

・職場からの定数チェック運動と正規教職員の配置増をもとめる校長による意見具申のとりくみを実施します。

・学校ではたらく臨時教職員の賃金・労働条件の実態や要求を把握し、その改善の意見具申を校長に要求します。

・そのために、職場での臨時教職員との対話運動をすすめます。

－臨時教職員の多用の規制、正規教職員の配置増、臨時教職員の均等待遇の実現をめざす社会的な合意づくり

・臨時教職員の現状を職場教職員とともに、地域の住民・保護者に知らせ、臨時教職員の多用に頼らない学校づくり、臨時教職員の地位確立、賃金・労働条件の均等待遇の確立をめざす対話と合意形成を職場、地域からすすめます。

・このとりくみをすすめるための正規・臨時教職員、父母、住民を対象にした宣伝資材を作成し活用します。

（４）正規教職員の配置増、臨時教職員の要求実現のとりくみを通じて臨時教職員との結びつきをひろげ、臨時教職員のなかまづくり、本格的な組合加入をすすめます。

＊臨時教職員：地方公務員法22条の2を根拠とする臨時的任用教職員・講師（多くはフルタイム）、地方公務員法3条3項3号を任用根拠とする非常勤の教職員・講師（多くは短時間・パート勤務）、地方公務員法17条を任用根拠とする期限付採用の教職員・講師（多くはフルタイム）、派遣・請負など、正規採用教職員以外のすべての非正規採用教職員をさします。

資料－５　臨時教職員問題関係の全教第２７回大会方針案

□　臨時教職員問題の抜本的改善をめざすとりくみ

1 臨時的任用や非常勤講師の多用化による教育への深刻な影響を明らかにする社会的アピールにとりくみ、その抜本的改善をめざす運動を推進します。

ア）全国実態調査もふまえて整理された「学習討議資料」にもとづく全国的な学習運動をすすめ、臨時・非常勤多用化による教育への影響の状況を共有するとともに、その解決方向に向けて「臨時教職員の多用化を規制する」ことへの合意を広げます。

イ）学習討議資料に基づく学習運動に寄せられる意見もふまえ、「臨時教職員問題の抜本的改善をめざすアピール」（仮称）を作成し、マスコミなどに学校現場の実態告発も含めて公表するとともに、教職員・父母・国民に対する社会的アピールに活用し、臨時教職員問題の抜本的改善を求める世論形成をはかります。

ウ）「臨時教職員問題の抜本的改善をめざすアピール」（仮称）をもとにした教職員・父母向けチラシを発行し、社会的アピールのとりくみを前進させます。

エ）2011年度政府予算に対する概算要求を重視し、臨時教職員問題の改善を求めるシンポジウムを開催するとともに、制度改善を求める中央行動を実施します。

2 新たな教職員定数改善計画の策定をめざすとりくみと結合し、「定数くずし」政策の転換、「総額裁量制」の廃止をめざすとりくみをすすめます。

ア）「定数くずし」の実態を全国調査や文部科学省への定数報告資料の分析などによって明らかにし、特に、「必要な教室に先生がいない」実態などを社会的に告発するとりくみをすすめます。

　イ）教職員定数増のとりくみと結合し、都道府県教育委員会に対する採用増を求める要請にとりくむとともに、「定数くずし」政策や「総額裁量制」の弊害に対する合意づくりを追求し、政策転換・廃止をめざします。

3 臨時教職員の要求を集約し、その願いを実現するとりくみをすすめます。

　ア）臨時教職員として働く仲間の声を聞き取るアンケート調査などにとりくみ、全国的な要求集約を図ります。寄せられた要求にもとづくとりくみを中央・地方一体ですすめます。

イ）特に、切実な要求にかかわって「全国統一要求」を整理し、秋季・年末闘争などの統一要求として全国的な実現をめざすとりくみを検討します。

4 臨時教職員問題にかかわる諸課題を抜本的に改善するために、臨時教職員対策部との連携を強め、とりくみの一体的推進を追求します。

· 臨時教職員の要求実現と加入促進

①　臨時職員の正規採用化・任用継続、教育的な力量の向上、賃金・労働条件の改善などの切実な要求実現のとりくみとあわせて、すべての臨時教職員との対話・加入促進のとりくみをすすめます。
②　「教師として力をつけたい」「子どものことで語り合いたい」などの要求、願いにこたえる職場でのとりくみをすすめ、職場での臨時教職員とのつながり・働きかけを促進します。

③　臨時教職員の組合活動への参加をすすめるとともに、サークル活動、仲間づくり、青年教職員、臨時教職員の交流など臨時教職員自身のとりくみを援助します。

④　全教共済・りんきょう共済の優位性を広く伝え、全教共済への加入とあわせて組合加入をすすめます。

